
 第１回医療介護改革推進本部提出資料 

 

医療介護改革推進本部の設置について 

 

 

１．設置趣旨 

人口減少・超高齢社会に対応した国民生活の安心の基盤づくりとして、地域

包括ケアシステムの構築を進めるとともに、医療保険制度の安定化を図るため、

厚生労働省に「医療介護改革推進本部」（以下「本部」という。）を設置する。 

 

 

２．本部の構成 

（１）本部の構成員は、別紙１のとおりとする。 

（２）本部に事務局を設置し、事務局の構成は別紙２のとおりとする。庶務は、

政策統括官付社会保障担当参事官室の協力を得て、保険局医療介護連携政

策課において処理する。 

 

 

３．本部の任務 

地域包括ケアシステム（医療、介護、介護予防、住まい及び自立した日常生

活の支援が包括的に確保される体制）の構築及び国民健康保険制度の基盤強化

をはじめとする医療保険制度改革を進めるため、全省一体となって、以下の取

組を行うこととする。 

（１）改革に対する国民の理解を深めるため、地域包括ケアシステムの構築 

及び医療保険制度改革に関する広報等を積極的に展開すること 

（２）医療保険制度改革について、地方自治体、経済界及び医療関係者等と 

の協議を進め、理解及び協力を得ること 

 

 

４．その他 

  上記に定めるもののほか、本部の運営に関する事項その他必要な事項につい

ては、本部が定める。 

 

 

５．施行期日 

  平成 26 年 10 月 10 日 

平成２６年１０月１５日 参考資料１ 第８２回社会保障審議会医療保険部会 



（別紙１） 

 

医療介護改革推進本部 構成員 

 

本 部 長：塩崎厚生労働大臣 

 

本部長代理：山本厚生労働副大臣 

永岡厚生労働副大臣 

橋本厚生労働大臣政務官 

髙階厚生労働大臣政務官 

 

副 本 部 長：厚生労働事務次官 

厚生労働審議官 

 

構 成 員：保険局長（主査） 

医政局長 

社会・援護局長 

老健局長 

政策統括官（社会保障担当） 

大臣官房審議官（医政担当） 

大臣官房審議官（医薬品等産業振興、国際医療展開担当）  

大臣官房審議官（賃金、社会・援護・人道調査担当）  

大臣官房審議官（老健担当） 

大臣官房審議官（医療保険担当）  

大臣官房審議官 (医療介護連携担当） 

大臣官房情報政策・政策評価審議官  



（別紙２） 

 

【事務局】 

事 務 局 長：保険局医療介護連携政策課長 

事務局次長：参事官（社会保障担当参事官室長併任） 

事 務 局 員：大臣官房参事官（情報政策担当） 

医政局総務課長 

医政局地域医療計画課長 

社会・援護局総務課長 

社会・援護局地域福祉課長 

老健局総務課長 

老健局介護保険計画課長 

老健局高齢者支援課長 

老健局振興課長 

老健局老人保健課長 

保険局総務課長 

保険局保険課長 

保険局国民健康保険課長 

保険局高齢者医療課長 

保険局医療課長 



医療機能の分化・連携と、地域包括ケアシステム
の構築を一体的に推進

平成２５年度 平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度平成２６年度 平成３０年度

医療と介護の一体改革に係る今後のスケジュール

同時改定
（予定）

基金（医療分のみ） 基金（介護分を追加） 基金 基金

総合確保方針

医療計画
基本方針

病床機能報告

医療介護
総合確保法

改正医療法

改正介護保険法

総合確保方針

介護保険事業
（支援）計画策定

医
療
計
画

策
定

介
護
保
険
事
業

（支
援
）計
画
策
定

介護保険事業
計画基本指針

介護保険事業
計画基本指針

・2025年度までの
将来見通しの策定

介護報酬改定（予定） 診療報酬改定（予定）

基金造成・執行

地域医療構想（ビジョン）の策定

第6期介護保険事業（支援）計画に位置付けた施策の実施

・2025年の医療需要と、目指すべき医療提供体制
・目指すべき医療提供体制を実現するための施策

・介護サービスの拡充
・地域支援事業による在宅医療・介護連携、地域ケア会議、
認知症施策、生活支援・介護予防等の推進

第6次医療計画 第７次医療計画
第７期介護保険
事業計画第5期介護保険事業計画 第６期介護保険事業計画

病床機能分化・連携の
影響を両計画に反映

医療保険制度改革について、必要な
法律案を平成27年通常国会に提出

必要な措置を平成29年度までを目途に順次講ずる

地域医療構想の
ガイドライン（年度末）

・医療保険制度の財政基盤の安定化
・保険料に係る国民の負担に関する公平の確保
・保険給付の対象となる療養の範囲の適正化 等

医療保険制度改革


